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論 文 内 容 の 要 旨 
本論は東日本大震災の最大の被災県である宮城県の被災したコミュニティの 5 年間の震災復興過程に
おいて、住民組織・自治体・支援団体がどのような組織間関係を形成し、住民主体の機運をもたらしたのか
を、避難所期、仮設住宅期、まちづくり検討期、恒久住宅期に分けて、組織レベルと個人レベルでの検討
を行うものである。 
宮城県内 18 地区を中心とした、住民組織・自治体・支援団体からのインタビュー調査を,修正版グラウン
デッド・セオリー・アプローチ（M-GTA）を用いて分析していった結果、震災前の住民組織が維持された「伝
統的コミュニティ」では住民組織の機能回復を行い、支援団体の支援に依存しない体制を作り上げていっ
たのに対し、「新設コミュニティ」では支援団体や自治体の支援を得ながら、自主的な力をもって①規範形
成機能、②紛争解決機能、③対外関係調整機能、④住民の役割・参画創出機能、⑤住民生活の豊かさ創
出機能といった、住民組織がもつ５つの機能を回復していった過程が示された。 
第 1 章では、住民組織・自治体・支援団体からなる「公共・非営利領域」の組織間関係を明らかにするこ
と、調査対象地が東日本大震災の最大の被災県である宮城県の 18 地区を調査対象としたこと、震災復興
過程が動態的過程であることから、論理探索的な定性研究を行うことや、インタビュー調査の結果得られた
データは「修正版グランデッド・セオリー・アプローチ（M-GTA）」や「帰納・演繹コーディング・アプローチ
（Inductive and Deductive Coding Approach）」を用い、インタビュー・データを各種コーディングによって
「概念」や概念同士の「カテゴリー」を析出すること、また必要に応じて「結果図」を表示することを明らかにし
た。 
第Ⅰ部先行研究・分析枠組み検討編（第 2 章から第４章）では、本論文を検討するための軸となる、①組
織間関係、②震災復興過程の時間的区分、③コミュニティと住民参加という３つの観点から先行研究のレビ
ューを行い、本論文の全体の研究上の問い（リサーチ・クエスチョン：RQ）を明らかにし、第 5 章以降の実証
分析編で検討するべき、各章の研究上の問いを小 RQ として提示することを目的とした。 
第2 章では、本論文の分析対象となる、時期区分、地域区分を設けることを目的とする。第2 章では組織
間関係に関する先行研究を明らかにする。本論文との関係性が深い、①資源依存論、②パワーと依存、③
コミュニケーション、④コンフリクト、⑤信頼という観点からの先行研究を明らかにした。 
第 3 章では、住民参加論や合意形成論等の先行研究や平時の「非営利・公共領域（住民組織・自治体・
支援団体）」それぞれの組織間関係に関する先行研究をレビュー行った。その上で、平時と震災復過程と
の相違は①不確実性と即興、②時間圧力、③情報の管理、④正当性の問題、⑤調整の問題であることを
確認した。また震災復興の 5 年間を、仮設住宅期、街づくり検討期、恒久住宅期と分類した。また震災復興
過程に関する時間的な概念に関する先行研究を振り返りつつ、インタビュー調査の結果を踏まえ、震災復
興過程を「避難所期」「仮設住宅期」、「まちづくり検討期」、「恒久住宅期」に分類した。 
第 4 章では政府や実務家の間で重視される「コミュニティ」とは一体何なのか、その含意を検討から入っ
た。先行研究の確認の結果、コミュニティには地域性と連帯性/共同性の二つの要素が成り立つことを明ら
かにした。次にコミュニティが果たす機能に関する先行研究を整理した結果、コミュニティには、①規範形
成機能、②紛争解決機能、③対外関係調整機能、④住民の役割・参画創出機能、⑤住民生活の豊かさ創
出機能の５機能を有することが明らかになった。また都市部と非都市部とは、自治体以外に組織間関係を
結節する組織として前者は NPO が後者では住民組織が担っていることを確認した。次に震災復興過程を
踏まえての、コミュニティの分類を試みた。その結果、移転先はともかく、震災前の住民組織が維持される
か否かが、組織間関係にも影響を与えることを踏まえ、住民組織が震災後も維持されたコミュニティを「伝統
的コミュニティ」、震災前の住民組織が維持されず、様々な出身者で新規のコミュニティを形成するコミュニ
ティを「新設コミュニティ」と名付け、分類することとした。 
第Ⅱ部実証分析編（第 5 章から第 8 章）では、組織間関係を、具体的・実証的に分析することとした。 
第 5 章では, 「ソーシャル・キャピタル（SC）」の概念を用いて、震災復興過程で、住民組織と支援団体や
自治体との信頼関係がどのように形成され、組織レベルでどのようなコンフリクトに直面しながらも、橋渡し
型 SC や連結型 SC を形成したのか。また SC の形成の結果、どのような資源や成果を獲得したかを明らか
にしようとした。住民組織は橋渡し型 SCをもつことで、外部の知見や自治体の復興情報、人的・物資支援、
イベント支援、医療・健康支援、資金やその獲得のノウハウ、まちづくりの検討、先進地視察等の機会や資
源を得ることができた。新設コミュニティでは住民組織運営等の事務局支援を得ることができた。伝統的コミ
ュニティを中心に、橋渡し型 SC のダークサイドとして、「支援団体の活動効果への疑問」、「支援団体の支
援による依存への疑問」等が指摘された。住民組織が連結型 SC を通して、伝統的コミュニティでは、避難
所や仮設住宅予定地の情報、住環境の改善要求等の支援を、新設コミュニティでは、住民トラブルの解決
支援、制度面での支援等を得てきた。平時の住民組織と自治体の関係は「下請け論」と語られる一方で、
住民に情報がもたらされることにより、効果的・効率的参加に資することや、市民の公共的意識の涵養に資
するとする先行研究に合致するものであった。 
第 6 章では、震災復興の過程における、自治体と支援団体との組織間関係を明らかにすることを目的と
する。自治体の区別（政令指定都市、市、町）に応じたＮＰＯとの協働の背景を確認しつつ、特に震災直後
の難しい状況で、何故自治体と支援団体が協働できたのか、震災復興過程で、自治体と支援団体は協働
を通して、どのような資源交換を行い、コンフリ クトを経験したのか。協働の成果（output、outcome）は何で
あったかを明らかにすることを目的とした。その結果、先行研究と同様、宮城県内では仙台市＞市＞町とい
った順で NPO 活動の活発さが異なることが背景事情として明らかになった。自治体と支援団体との協働は、
震災前の関係が重要だという点で先行研究と同様の結果が得られた。そのような関係がない団体も、最初
の自己紹介や過去の他地区での実績、住民の信頼等が自治体との協働に進む要因となった。コンフリクト
には、委託事業内での制約、説明責任の認識差、財政面の認識差、恒久住宅の支援の認識差が挙げら
れた。協働の成果は、避難所期のボランティアや支援物資の受入と配分、仮設住宅の見守りに関する情報
共有、自治体と住民とのコミュニケーションの円滑化支援が挙げられた。 
第 7 章では、組織を代表して対外組織関係を調整する「対境担当者（Boundary Spanner）」の概念を用い
て、震災復興過程の住民組織・支援団体・自治体との組織間関係を明らかにした。震災復興過程において
も、対境担当者の重要性は語られるが、具体的にどのような存在・役割を果たし、どのようなジレンマを抱え
たかについて、先行研究では十分に検討がなされていないことから、これらを明らかにしようとした。自治体、
支援団体、住民組織の対境担当者に共通の特性として、「自分の考えを持つこと」、「傾聴力」、「事情に合
わせた対応」、「被災体験・同郷者」という側面があった。自治体や住民組織やの対境担当者とも自組織を
代表しながら、自組織内での調整との間でジレンマに陥る点は先行研究の他組織の対境担当者が抱える
ジレンマと同様の示唆があった。他方で支援団体の対境担当者は、住民組織と自治体との間のジレンマに
陥ることを示した。また対境担当者同士のコミュニティや信頼関係にまで分析が及ばなかったことが、同章
の限界であった。 
第８章では、住民が支援を受けるだけではなく、自ら公的サービスを提供するような、主体性を発揮して
いくプロセスを、検討した。具体的には自治体や支援団体は住民の主体性発揮にどのような役割を果たし
たか、震災復興過程で、住民組織がもつ①規範形成機能、②紛争解決機能、③対外関係調整機能、④住
民の役割・参画創出機能の創出機能、⑤住民生活の豊かさ創出機能をどのように回復したかを検討した。
自治体、支援団体は特に新設コミュニティで、自治体の立ち上げや紛争解決機能を側面支援してきた、他
方震災から時間が経過するにつれ、支援が減少していくことにより、「住民の主体性発揮」の余地が出てき
て、住民の役割・参画機能が発揮され始めることが確認された。 
以上の各章の議論を踏まえて、第９章では、本論文全体の分析視座として、①組織間協働の実態、②時
期・地理的区分、③経営学・組織論、④個人、⑤住民の視点の５つの問題意識を示した。その上で組織間
関係論の観点から行政、非営利組織、住民組織の協働関係を振り返り、平時と震災復興過程の相違、住
民組織と支援団体との関係。住民組織と自治体との関係を振り返った。そして新設コミュニティにおいては、
伝統的コミュニティのような組織基盤や規範形成機能がないことから、自治体や支援団体等の支援者の支
援を得て、住民組織を形成し、異なる地理的背景をもつ住民同士の紛争解決機能が試される場面が続い
たことを確認した。本論文の限界として、調査分析するステークホルダーの限定性、定量分析のように厳密
な因果関係を示したものではないこと等であった。 
 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、東日本大震災で最大に被災した宮城県の被災コミュニティを対象に、5 年間の震災復
興過程において、住民組織・自治体・支援団体がどのような組織間関係を形成し、住民主体の機運を
もたらしたのかを明らかにすることを目的としている。震災以降の5年間を、避難所期、仮設住宅期、ま
ちづくり検討期、恒久住宅期に 4 分類し、組織レベルと個人レベルから分析した。 
研究手法としては、宮城県内 18 地区を対象に、住民組織・自治体・NPO 等の支援団体の約 70 名
に対して、インタビュー調査を実施した。インタビュー調査結果のデータは、「修正版グランデッド・セ
オリー・アプローチ（M-GTA）」や「帰納・演繹コーディング・アプローチ（Inductive and Deductive 
Coding Approach）」を用いて、コーディングを通して「概念」や概念同士の「カテゴリー」を析出し、「結
果図」を示した。 
結論として、震災前の住民組織が維持された「伝統的コミュニティ」では、住民組織の機能は回復し
た。これに対し、「新設コミュニティ」では支援団体や自治体の支援を得ながら、自主的な力により、規
範形成、紛争解決、対外関係調整、住民の役割・参画創出、住民生活の豊かさ創出といった、住民組
織が有する５つの機能を回復していった過程が示された。 
本論文は 10 章で構成されている。まず第 1 章では、研究背景と目的・分析視角・研究手法を丁寧
に述べた。続く第Ⅰ部先行研究・分析枠組み検討編（第 2 章から第４章）では、組織間関係論、住民
参加論や合意形成論等もふまえた震災復興過程の時間的区分、コミュニティと住民参加という３つの
観点から先行研究のレビューを行い、リサーチ・クエスチョンを提示した。第 2 章では、先行研究では
あまり焦点があたらなかった、住民組織・自治体・支援団体からなる「公共・非営利領域」の組織間関
係に着目し、資源依存論、コンフリクト、コミュニケーション、信頼の観点から論じた。第 3 章では、住民
参加論や合意形成論をふまえて平時と震災復興過程の組織間関係を比較し、不確実性と即興、時間
圧力、正当性等の相違点を抽出した。また、時間に関する先行研究をふまえて、震災復興過程を 4 つ
に分類した。第 4 章では、コミュニティには地域性と連帯性/共同性の二つの要素が成り立つことおよ
びコミュニティが果たす5つの機能を明らかにした。また、従前の住民組織が維持されるか否かが震災
後の組織間関係にも影響を与えることをふまえ、「伝統的コミュニティ」と「新設コミュニティ」に分類し
た。 
第Ⅱ部実証分析編（第5章から第8章）では、「公共・非営利領域」の組織間関係を実証的に分析し
た。第 5 章では、ソーシャル・キャピタル（SC）の概念を用いて、震災復興過程で、住民組織と支援団
体や自治体との信頼関係が形成される過程や、組織レベルで直面するコンフリクト、形成された SC や
その成果を明らかにした。第 6 章では、震災復興の過程における自治体と支援団体との組織間関係
について、コンフリクトの存在や協働の成果が挙げられた。第 7 章では、組織を代表して対外組織関
係を調整する「対境担当者（Boundary Spanner）」の概念を用いて、震災復興過程の住民組織・支援
団体・自治体との組織間関係に関して、対境担当者に共通の特性や抱えるジレンマを提示した。第８
章では、住民が主体性を発揮していくプロセスについて、住民組織の 5 つの機能回復の視点から詳
述した。 
以上の議論をふまえて、最後の第９章では、本論文の分析視座として、組織間協働の実態、時期・
地理的区分、経営学・組織論、個人、住民の視点の５つの問題意識を示した。そのうえで、平時と震災
復興過程の相違、住民組織と支援団体・自治体との関係、自治体と支援団体との関係、住民の主体
性に与えた影響について結論を述べた。 
本論文は、先行研究ではあまり焦点があたらなかった、住民組織・自治体・支援団体からなる「公
共・非営利領域」の組織間関係に着目し、震災復興過程におけるこれらの関係性の形成や維持につ
いて、丹念な理論・先行研究および詳細なインタビュー調査による豊富なデータ分析から新たな知見
を導出した学術的・社会的意義があると考えられる。 
よって、本論文は博士（経営学）の学位を授与するに値すると判断した。 
